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ボ ラ ン テ ィ ア 精
神、 意 識 の 共 有
「支援してあげる」
という意識を変え
る必要性あり
防災教育
情報発信
被災経験を語り継
ぐ大切さ
学生ボランティア
新潟中越地震 多くが同じ集落で集
められた仮設に入居
→元の地域に戻ると
いう共通意識で話し
合いなどを活発に
行った
生活支援相談員や仮
設自治会による集会
所管理・運営が主
だった
「出来ることは自
分たちでやる」と
いう被災者の意識
を尊重
地域、仮設団地に
よる支援の格差を
なくす
震災以前からの中
山間地域の過疎化
に対する対策
社協、生活支援相
談員、ボランティ
ア
三宅島 都営住宅団地での
避難生活だったた
め集会所等は無かっ
たが、定期的な村民
集会や農園運営等に
よって交流、情報共
有が行われた
継続的な支援活動
の重要性
観光することによ
る支援もある
火山との共生
性別、世代等村民
がコミュニティの
中で何かしらの役
割を持つことが維
持につながる
東京都、避難先の
区の支援
ボランティア支援
NTTの電話帳や、
テレフォンカード
の配布支援
　過去の被災地、今回の東日本大震災での被災地の応急仮設住宅集会所の利活用状況を見ると、震
災の規模や入居期間を問わず、基本的に応急仮設住宅集会所には以下のような機能が挙げられる。
　・支援物資の保存・配布拠点
　・支援団体によるイベント実施の拠点
　・住民同士の交流の場
　・生活再建に向けた取り組みのための拠点
　・各種情報収集の場
　特に、集会所を利用する人の多くが情報や、人との会話、交流を求めてやってきている。そうし
た人によって、普段諸事情によって集会所を利用しない、できない住民にも情報が渡っていく。
　ひろのカフェの利用者は応急仮設住宅内の全体の人数からすれば少ない割合であるかもしれない
が、集会所を利用する人を通じた情報交換によって、応急仮設住宅全体の様子や住民のニーズもあ
る程度把握することは可能であると考える。
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図５　集会所を拠点とした支援体制模式図
　更に、これまでの応急仮設住宅集会所での支援活動において、共通する問題としては以下のこと
が挙げられる。
　・各仮設住宅集会所によって利活用に格差が生じる
　・管理・運営体制によって、活用状況も大きく変化する
　・長期化する避難生活によって、世間の震災に対する記憶の風化、一定時期からの支援活動の減少
　・支援団体同士の連携不足
　・情報伝達不足による、ニーズに合わない支援活動
　また、今回の東日本大震災で特に多い借り上げ住宅、みなし仮設で生活する住民への支援につい
ても、近接する集会所は重要な場となると考えられる。自治体の情報を得られる手段が、仮設住宅
と比べ限られる借上げ住宅は、近隣との関係づくりも難しく実態把握も容易ではない。そうした住
民に対しての支援のあり方は、仮設内での孤立死以上に今後問題になる課題であると考える。
　本稿で私が提案したいのは、上図のような支援体制である。集会所という場をより広く被災者、
支援団体に認知してもらい、自治体と支援団体が連携して支援を行う。応急仮設住宅内の住民同士
の長期避難生活に向けた新しいコミュニティを形成するだけでなく、被災後避難によって崩壊、希
薄化している元の地域のコミュニティを、支援の輪と集会所の場と住民同士で細くとも維持してい
くことが、どのような状況にも対応できる減災のためのコミュニティとなると考える。被災した地
域が復旧してきている場合は、町内にも住民同士の交流の拠点づくりを行い、応急仮設住宅団地集
会所と町内拠点を相互に行き来しながら、その人自身の仮設退去後の展望や復興まちづくりを考え
ていくことができるのが望ましい。
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